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要旨
　言語グリッドは、異文化コラボレーションを支援するための、サービス指向の多言語基盤である。
辞書などのデータや機械翻訳などのソフトウェアが言語資源としてCDやダウンロードサービスで配
布されている現状から、インターネットに接続すればすぐに利用できる言語サービスへと転換し、利
用者が異文化コラボレーションの環境に合わせて言語サービスを容易に組み合わせられるようにする
ことが目的である。この論文では、我々が開発した、言語サービスの収集と共有、連携を可能とする
「基盤ソフトウェア」と、基盤ソフトウェアに登録された言語サービスを容易に利用可能とする「異文
化コラボレーション環境」について説明し、フィールドでの利用事例を報告する。

    The Language Grid is a service-oriented multi-language infrastructure for supporting intercul-
tural collaboration. Language resources like dictionary data and machine translation software 
that are traditionally distributed with CD copies and are downloaded should be transformed to 
language services that can be easily available through the Internet and allow users to combine 
them according to intercultural collaboration fi elds. In this paper, we introduce the infrastructure 
software that enables collecting, sharing, and combining language services, the intercultural 
collaboration environment that enables easy usage of language services registered in the infra-
structure software, and several typical use cases.

［キーワード］
サービス指向，多言語基盤，サービスグリッド，言語グリッド，異文化コラボレーション
Service-oriented, Multi-language infrastructure, Service grid, Language grid, Intercultural collab-
oration

1　まえがき

　インターネットは世界の人々を繋いだと言われ
るが、言語の壁は依然として存在している。イン
ターネット上の言語人口は多様化し、標準言語が
ない状態ともいえる。Global Reachの調査によ
れば、インターネット上の英語人口は 35.2％、ア
ジア言語人口が 26％、欧州言語人口が 28％であ
る。Webで様々な情報が共有されているが、そ
れらの情報を知るためには、多くの言語の理解が
必要となり非常に困難である。また、インター
ネット上には多数の言語資源（データ及びソフト

ウェア）が存在しているが、専門家でなければ異
文化コラボレーション活動の現場で利用すること
は難しい。複雑な契約や知的財産、データ構造や
インタフェースの多様性が言語資源の利用を困難
にしている。
　このような問題には、各ユーザが個別に振る舞
うよりも集合として知的に振る舞う集合知 ［1］［2］
が有力な解決策である。近年、Wikipedia のよう
に、世界規模でWeb上に集合知を形成する取り
組みが人類の知識基盤を生み出している。現在進
んでいる集合知の形成が、文章、写真、動画など
を組み上げていくコンテンツ指向の集合知である
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のに対し、本研究では、機械翻訳や音声認識など
のサービスを組み上げるサービス指向の集合知を
提案する。特に、異文化コラボレーションを支援
するための言語サービスの集合知基盤である「言
語グリッド」について説明する ［3］。言語グリッ
ドでは、エンドユーザが研究者や専門家の提供す
る既存の言語サービスを組み合わせ、さらに自分
自身の言語サービスを追加することで、自分の目
的に合わせて新しい言語サービスを作成すること
が可能である。本論文では言語グリッドの構築時
に取り組んだ下記の 3つの課題について述べる。
・ サービス指向の多言語基盤の構築：言語サービ
スを蓄積し共有するには、標準インタフェー
スを持つ原子サービスに基づいてサービスを
連携する基盤ソフトウェアが必要である。さ
らに、利用者がそれらの言語サービスを用い
て異文化コラボレーションを支援するアプリ
ケーションシステムを簡単に開発できなけれ
ばならない。
・ 運用モデルの制度設計：サービス指向集合知に
は、多様なステークホルダーが存在する。利
用者はそれぞれ異なる要件を持ち、提供者も
異なるポリシーを持つ。運営者はこれらの異
なるステークホルダーを協調させるよう、両
者のインセンティブを考慮した運用モデルを
設計しなければならない。
・ ユーザ参加型デザインの実践：提供される言語
サービスが多ければ多いほど、利用者はその
サービスによる利益を享受できる。つまり、
サービス指向の集合知を形成するには、利用
者とコミュニティを積極的に参加させること
が必要である＊1。
　言語グリッドの研究は言語サービスを対象とし
たものであるが、サービスコンピューティングの
一般的な課題を数多く含んでいる。例えば、オー
プンな環境においてサービスの蓄積と共有をいか
に行うか、利用者やそのコミュニティによる新た
なサービスの作成をいかに支援するか ［5］ 等が問
題としてあげられる。
　本論文では、まず言語グリッドの基盤ソフト
ウェアについて述べ、その後、そのソフトウェア
を用いた言語グリッドの運用モデルについて説明
する。最後にユーザ参加型デザインについて、
ローカルコミュニティおよびグローバルコミュニ

ティでの言語グリッドの実践事例を紹介する。

2　言語グリッドアーキテクチャ

2.1　設計思想
　言語グリッドは、集合知のアプローチを取って
いる。即ち、専門家や様々な利用現場のユーザが
開発した言語資源を共有し利用できる環境として
設計されている（図 1）。言語グリッドの特徴は、
言語資源をサービスの形で共有することである。
そこには、言語グリッド運営者、サービス提供
者、サービス利用者の 3種のステークホルダー
が存在する。言語グリッド運営者は、言語グリッ
ドを管理し、言語サービスの実行を制御する。
サービス提供者は、機械翻訳や形態素解析、辞書
などの言語資源を言語サービスとしてラッピング
し言語グリッドに登録する。サービス利用者は登
録された言語サービスを呼び出して異文化コラボ
レーション活動に利用する。
　このように言語グリッドは異なる組織から提供
される言語サービスを結合するプラットフォーム
である。これまでも言語処理プログラムを結合し
ようとする試みとしてDFKIのHeart of Gold ［6］ 
や IBMのUIMA ［7］ が存在したが、主に研究開
発者のためのプラットフォームで、共有データに
対して、所有する多様な言語処理プログラムをパ
イプライン的に適用することができる。一方、言
語グリッドはアプリケーションが言語資源を利用
するためのプラットフォームで、サービス指向
アーキテクチャに基づいて知財を管理することに
焦点を当てている。このように目的が直交するた
め、DFKIのHeart of Goal と言語グリッドをシ
ステム的に連結する共同研究も行われた ［8］。

2.2　システムアーキテクチャ
　図 2に示すように、言語グリッドは概念的に
以下の 4層から構成される ［9］。最下層のP2P
サービスグリッドは、コアノードとサービスノー
ドという 2種類のノードを接続することを目的
としている。コアノードはサービスの登録情報を
管理し、サービスのアクセス制御を行い、サービ

＊1　集合知の成長は利用者の自発的な努力によるもの
とされている ［4］。
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スを連携させる。一方、サービスノードには、
サービス実体となる言語資源とそのラッパーが配
備される。
　原子サービスは、個々の言語資源に対応した
Webサービスであり、サービスノード上で提供

される。例えば、機械翻訳や形態素解析、辞書、
用例対訳が典型的な言語資源である。これらの言
語資源は標準化されたサービスインタフェースに
基づいてラッピングされる。既に、様々な言語
データや言語処理プログラムのサービスインタ
フェースを階層的に標準化するためのオントロ
ジー体系が提案されている ［10］。
　複合サービスは、ワークフローによって原子
サービスを合成したものである ［11］。ワークフ
ローはWS-BPELによって記述され、BPEL実
行エンジンによって解釈、実行される ［12］。言語
ドメインでは、翻訳結果を再度入力言語に翻訳し
直す折り返し翻訳サービスや、専門用語辞書サー
ビスと翻訳サービスを連携させた専門翻訳サービ
スといった多様な複合サービスが構築される。
　応用システムは、異文化コラボレーションを支
援するために、各現場に特化して構築されたアプ
リケーションである。複合サービスや原子サービ
スを利用することで、応用システムはユーザとの
インタラクションを行うユーザインタフェースの
開発に集中でき、開発コストの削減が可能になる。

言語グリッド図1

言語グリッドの階層図2
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　この言語グリッドの 4層構成を支えるP2P
サービスグリッドのシステム構成を図 3に示
す ［13］。サービス提供者は、言語資源をラッピン
グした後、Webサービスのインタフェース記述
であるWSDLファイルとサービスの著作権情
報、ライセンス情報、アクセス制約をサービスマ
ネージャ（Service Manager）に登録する。サー
ビスマネージャは、WSDLファイルを取得する
と、インタフェース情報とエンドポイントの
URLを抽出し、同じインタフェースの仮想エン
ドポイントをサービススーパバイザ（Service 
Supervisor）上に生成する。仮想エンドポイン
トの目的は、サービスへの直接のアクセスを禁止
し、サービスの利用状況をモニタリングするとと
もに、指定されたアクセス制約に基づいて、サー
ビスへのアクセスを制御することである。
　サービスを利用するときには、応用システムか
ら仮想エンドポイントにSOAPリクエストを送
りサービスを呼び出す。サービススーパバイザ
は、そのリクエストを受け取ると、サービス登録
時に設定されたアクセス制約を満たしているかど
うか検証する。満たしていれば、サービススーパ
バイザはそのサービスの実際のエンドポイントを
サービスのプロファイルレポジトリから取得し
サービスにアクセスする。サービスが複合サービ

スの場合は、リクエストがサービスワークフロー
実行系に送られ、対応するワークフローが実行さ
れる。サービスワークフロー実行系は、ワークフ
ローに基づいて新しいリクエストをサービススー
パバイザに送信する。なお、サービスからのレス
ポンスはアクセスログに蓄積され、アクセス制約
の充足性の検証や、サービス利用のモニタリング
に利用される。
　アクセスログに蓄積されるこれらの情報や、
サービス提供者から登録されたサービスの情報な
どは、グリッドコンポーザを介して他のコアノー
ドにも共有される。これにより、サービス利用者
は、複数あるコアノードのいずれからも同等の
サービスを受けることが可能である。

3　言語グリッドの運営

3.1　中央集権型運営モデル
　言語グリッドの運営を開始するにあたり、ス
テークホルダーであるサービス提供者、サービス
利用者の要件を収集し、非営利運営に限定した中
央集権型運営モデルを構築した。中央集権型運営
モデルでは、単一組織で言語グリッドを運営し、
全ての利用組織はこの運営組織と覚書を締結す
る。サービス提供者は提供サービスへのアクセス

P2Pサービスグリッドのシステム構成図3
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を完全に制御可能である。たとえば、サービス利
用者の利用統計情報（アクセス回数、アクセスロ
グ、データ転送量等）をモニタリングでき、利用
可能なユーザの選択や利用制約の設定も可能であ
る。さらに、不正アクセスを防ぐために、サービ
ス利用者はツールを公開して不特定多数のエンド
ユーザからのアクセスを可能にしてはならない。
つまり、ツールを公開する場合は、各エンドユー
ザをサービス利用者が同定できる必要があ
る ［14］。この結果、現場で異文化コラボレーショ
ンに直面しているNPOやNGO、自治体での利
用は予想に反して少なく、大学での研究利用が多
くなっている。図 4に言語グリッドの利用組織
の推移を示す。現在は 16カ国 139組織が覚書に
署名している。参加組織は、例えば、中国科学院
やCNR、DFKI、NII といった研究機関や、シュ
ツットガルト大学、プリンストン大学、清華大
学、そして多くの日本の大学、NPO/NGOや公
的機関などである。NTTや東芝、沖電気、
Google といった企業も参加し無償で機械翻訳

サービスなどを提供している。

3.2　連邦制運営モデル
　既存の中央集権的な非営利運営モデルでは、2
つの課題がある。1つ目は、言語グリッドの利用
組織のうち、国内の利用組織が 70％以上を占め
ていることである。2つ目は、さらにその利用組
織の大半が大学であることである。この課題に対
処するために、複数の運営組織による連邦制での
運営モデルの設計を行った（図 5）。連邦制運営
モデルでは、単一の運営組織だけではなく、複数
の運営組織が連携して運営を行うために、連携運
営組織と連携利用組織というロールを導入してい
る。連携運営組織とは、同一の覚書を用いて自ら
の言語グリッドを別途運営している利用組織のこ
とをいう。また、連携利用組織とは、連携運営組
織と覚書を締結した利用組織のことを言い、運営
組織とは直接覚書を締結していない利用組織であ
る。この連携利用組織によるサービスの利用を許
可することで、単一の運営組織ではコンタクトで
きなかった利用組織にサービスの提供が可能にな
り、またその利用組織によって提供される言語
サービスを収集することが可能になる。
　もう一方の課題に対しては、言語グリッドの利
用目的や利用方法の範囲を拡張し、選択式にして
いる。提供者はサービス登録時に、許可する利用
目的と利用形態を設定し、利用者は利用時に利用
目的や利用形態を送信する。システム上でお互い
のマッチングをとりアクセス制御を行っている。
これにより、営利企業の研究利用やサーバ型での
ツール公開が可能になり、利用方法が多様化する

言語グリッド参加者数図4

連邦制運営モデル図5
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ことで利用組織の種類の増加が期待される。
　2011年 2月には、タイのNECTECが言語グ
リッドオペレーションセンターをバンコクに立ち
あげ、京都大学のオペレーションセンターと連邦
制運営を開始した ［15］。その結果、言語グリッド
（京都、バンコク）に登録された言語サービスは
現在 120を超え、多様な原子・複合サービスが、
Translation、Bilingual Dictionary、Parallel 
Text、Morphological Analysis、Text-to-
Speechなど 20種のサービスタイプに分類され
共有されている。

4　言語グリッドの利用

4.1　異文化コラボレーション支援環境
　集合知のアプローチでは、利用者の自発的な活
動を通してのみプラットフォームが成長してい
く。サービス提供者がサービスを提供すればする
ほど、サービス利用者はますますサービスの恩恵

を受けることができる。したがって、我々は言語
グリッドの開始当初から潜在的なサービス利用者
となりうるNPOなどと協力し、参加型設計のア
プローチを取ってきた。これらのNPO/NGOや
学校、他の非営利組織などは、翻訳品質を改善す
るために、自分用の辞書や用例対訳を作成しサー
ビスとして提供し、言語グリッドを通してそれを
通常の翻訳サービスに組み合わせて利用してい
る。本研究では、特に防災や教育、医療の分野に
焦点を当て、各分野にカスタマイズされた言語
サービスを用いて異文化コラボレーション支援
ツールの開発を行っている。本節では、分野ごと
の異文化コラボレーション支援ツールの開発コス
トを削減するために開発した、汎用かつカスタマ
イズ可能な異文化コラボレーション支援ツールに
ついて 2つ紹介する。
　まず言語グリッドPlaygroundは京都大学の学
生チームによって開発された応用システムで、言
語グリッド上の様々な言語サービスにWebブラ

言語グリッドPlayground図 6
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ウザを通じてアクセスすることができる。Play-
groundには、原子サービスを利用するための
Basic コンポーネント、原子サービスを組み合わ
せた複合サービスを利用するためのAdvanced
コンポーネント、異文化コラボレーション活動へ
の応用に特化したCustomizedコンポーネントが
ある。Customizedコンポーネントは、応用に合
わせてBasic コンポーネント、Advancedコン
ポーネントを組み合わせて構築される。図 6に
川崎市立富士見中学校用に開発された多言語
チャットツールのCustomizedコンポーネントを
示す。
　一方、言語グリッドToolboxは、コミュニ
ティにおける異文化コラボレーションを支援する
モジュール群であり、多言語BBSなどのコミュ
ニケーション支援機能を持つ。また、XOOPSと
呼ばれるオープンソースソフトウェアのCMSに
基づいて提供されており、各コミュニティが必要

に応じて拡張できる。現在、NPOパンゲアは、
言語グリッドToolboxを利用して多言語コミュ
ニティサイトを構築している（図 7）。

4.2　ローカルコミュニティでの利用
　在日外国人の増加に伴い、医療の現場において
も、十分に日本語を話すことができない外国人患
者との対話が大きな問題となっている。医療現場
の場合、病状、薬、保険制度などが、医療従事者
と患者の双方で正しく伝わらなければならない。
京都では医療通訳ボランティアが同行する支援が
行われており、その需要は増大している。
　そこで、用例対訳を利用し、医療従事者と患者
間の対面でのコミュニケーションを支援する多言
語医療受付支援システムM3（図 8）が、和歌山
大学と多文化共生センターきょうとにより開発さ
れた ［16］。医療現場、特に医療受付時に高頻度で
利用される用例が必要となるため、医療用例収集

言語グリッドToolbox の活用事例図7

多言語医療受付支援システムM3図 8
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システムTackPadが開発され、医療通訳ボラン
ティアによる用例対訳の収集が行われている。
　現在、M3は、京都市立病院、京都大学医学部
附属病院、洛和会音羽病院、東京大学医学部附属
病院に導入され、多言語受付の支援が行われてい
る。また、病院に行く前の医療支援を目的とした
Web版M3やモバイル版M3の公開も行われてい
る。

4.3　グローバルコミュニティでの利用
　Wikipedia は、誰でも記事を作成・編集できる
ため、約 270もの言語により情報が共有されて
いる。これらの記事はそれぞれの文化を背景に執
筆されているため、異文化の相互理解のための知
識の宝庫と言える。しかしながら、その内訳を調
べると、英語では 354万本の記事があるのに対
し、日本語では 73万本、タイ語では 6万本など
言語によって記事の数に大きな偏りがある。知識
の翻訳を加速するためには、翻訳に関する議論が
可能な多言語掲示板が必要である。
　そこでWikimedia 財団と共同で、言語グリッ
ドを応用した多言語掲示板をMediaWiki 上に開
発した＊2。この多言語掲示板を用いれば、世界中
のWikipedia ボランティアは、記事の翻訳のた
めに多言語での質問応答を行うことができる。
　実現方法としては、まず、MediaWiki 上に、
言語グリッドへのアクセス手段を提供する言語グ

リッドエクステンションを開発した（図 9）。次
に、これを利用し、Wikimedia 財団が開発した
単言語の掲示板『Liquid Thread』を拡張した多
言語掲示板『Multilingual Liquid Thread』を開
発した。Multilingual Liquid Threadは、記事
ごとに多言語用語集を作成できるため、記事ごと
に機械翻訳をカスタマイズし、翻訳精度を向上さ
せることができる。

5　むすび

　本研究では、言語資源の知的財産権を保護しつ
つ、言語サービスの収集、共有を支援するサービ
ス指向の多言語基盤を実現した。本研究の主な貢
献は下記の 3点である。
・ サービス指向の多言語基盤の構築：言語グリッ
ドは、P2Pサービスグリッド、原子サービス、
複合サービス、アプリケーションシステムと
いった 4つの階層からなる。P2Pサービスグ
リッドにより、コアノード間で情報共有が行
われることで、サービス利用者はいずれのコ
アノードからも同じサービスを利用でき、
サービス提供者はどのコアノード上でも統一
したアクセス制御を行うことができる。
・ 運営モデルの制度設計：言語グリッドにおい
て、異なるステークホルダーを協調させるた
めの運営モデルを提案した。この運営モデル
は、サービス利用者のインセンティブをサー
ビス提供者のインセンティブに合致するよう
に設計されている。さらに言語サービスのア
クセシビリティを向上させるために、複数の
運営組織による連携を可能にする連邦制運営
モデルを提案した。
・ ユーザ参加型デザインの実践：サービス指向の
アプローチと汎用の異文化コラボレーション
支援ツールがユーザ参加型デザインを加速す
ることを示した。実例として、利用者である
学校やNPOが、言語グリッドプレイグラウン
ド、言語グリッドToolboxを用いて専用の異
文化コラボレーション環境を開発した事例を
述べた。

Multilingual Liquid Thread のシステム
構成

図9 ＊2　MediaWiki はWikipedia など、Wikimedia 財団が
提供するサービスのプラットフォームである。
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　言語グリッドは、利用者の目的に合わせた多言
語環境を構築するためのサービス指向の多言語基
盤である。各大学や研究機関、企業等が提供して
いる言語サービスを利用者が自由に組み合わせる
ことを可能にする。その結果、各地域の学校の多
言語支援、商店街のコミュニティの支援等の活動
に利用されている。例えば、世界中の子ども達が
描いた災害安全マップをインターネット上で共有
し、防災協働学習を支援するシステムCoSMOS
（Collaborative Safety Maps on Open System）
などが開発されている ［17］。
　言語グリッドは、異文化コラボレーションを支
援するための、サービス指向集合知に基づく多言
語基盤であるが、その基盤ソフトウェアや運用モ
デルは言語に特化したものではない。新たにサー
ビスのインタフェースを定義することで、他のド
メインへの応用が可能である。今後は、大規模な

サイエンスデータやアーカイブデータを対象とし
たデータサービスや、大規模データを分析するた
めのサービスを体系化することで、サービス指向
集合知のアプローチに基づき、ビッグデータの利
活用を促進するサービス基盤の開発に取り組んで
いく予定である。
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